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商 号 株式会社 日本生科学研究所
代表取締役 青木 勇

本社所在地 〒162－0054 東京都新宿区河田町3－10
設立 昭和1984年9月21日
資本金 9,700万円
従業員数 約1500名 （契約社員、パート含む） 2016.4 現在
電話 03-3341-2421 （代）
ＦＡＸ 03-3341-1737
ホームページ http://www.jlsri.com
事業内容 医薬事業 （日生薬局37店舗、保健事業）

介護事業 （60在宅介護事業所、教育事業）
保育事業 （認可・認証 16園）
食品事業（学校給食食材卸・外食産事業、配食サービス4事業所）

<2011年3月1日合併>
売上高 約153 億円（2016年3月実績）
主要取引銀行 みずほ銀行、埼玉りそな銀行 、横浜銀行、東日本銀行 他
ISO 2003年12月～2009年12月迄 全事業所取得
ＩＳＭＳ 2009年1月取得 現在継続

都内を中心として１都３県で事業展開をしております。

会社概要
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沿 革
１９６６年 ４月 株式会社給食普及会設立、小中学校給食食材卸売業としてスタート

１９８４年 ９月 株式会社日本生科学研究所設立

医薬事業部設立 「くすりの日生薬局」グループ診療所の調剤薬局オープン

１９９８年 １０月 大型調剤薬局、「日生薬局河田町店」スタート

１９９９年 ７月 教育事業部 日生福祉学園設立（新宿区、荒川区、江東区、和光市etc.より委託事業あり）

８月 介護事業部設立 居宅介護・福祉用具貸与等スタート

２００５年 ８月 輸液調剤（HIT）事業 開始

２００７年 ４月 和光市新倉高齢者福祉センター 民間企業では初の老人福祉センターの指定管理受託

９月 和光市北地域包括支援センター 委託事業スタート

２００８年 ４月 和光市北第二地域包括支援センター 委託事業スタート

７月 保健事業部設立（現在東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県他の自治体委託実績あり）

２０１１年 ３月 グループ会社(株)給食普及会と合併し食品事業部スタート

４月 保育事業開始「日生赤羽駅前保育園ひびき」オープン

９月 国交省モデル事業「日生オアシス和光」オープン

２０１２年 ９月 天皇・皇后両陛下による行幸啓を賜る（新倉高齢者福祉センター）

２０１３年 ４月 認可保育園１号「日生矢向保育園ひびき」オープン

９月 医療モール日生ビル 日生薬局「新若松町店」オープン

２０１４年 １０月 UR選定事業 「ひばりヶ丘ケアヴィレッジ」オープン

２０１５年 １１月 安倍内閣総理大臣、日生オアシス和光をご視察

２０１６年 ２月 塩崎厚生労働大臣、日生オアシス和光をご視察
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企業理念
創業の精神 「人の幸せづくり」 ― どんな困難にも必ず一本の白い道がある ―

経営理念 「まごころから始まる絆の響働」

使命目的 少子高齢化社会の課題に挑戦し、地域社会を明るく元気にする。

ビジョン トータルライフヘルスケア産業のトップ企業を目指し、

健康・安心・絆ライフラインを創造します。

教育理念 自ら成長して全社一丸体制を築き、良い職場、良い社会を創り、次世代に繋ぎます。

誓い 「私が、変わります」 愛が第一の動機の基に行動します。

一、私たちは、一人でも多くの人の命・尊厳・自立を守ります。

一、私たちは、お客様を第一にして、適正なサービスを誓います。

一、私たちは、スピード、シンプル、サイエンスを誓います。

一、私たちは、オープン・クリア・フェアを誓います。
一、私たちは、プライバシーの遵守を誓います。
一、私たちは、明るく・元気・前向きで、不屈の精神を誓います。
一、私たちは、人間性の向上に努め、社会に貢献します。
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日生が目指しているもの

包括ケアの実践

４

・学校給食食材
・配食、宅配寿司
・外食食材卸
・保育園食材卸

日生保育園

・認可保育園
・認証保育園

住まい
オアシス

・サービス付き高齢者向住宅
・グループホーム
・特定施設

・調剤薬局 ・在宅医療
・保健指導
・街の保健室の展開
・セルフメディケーション

分野の開発

・包括支援センター
・介護予防 ・訪問介護
・居宅支援 ・定期巡回
・通所介護 随時対応型
・訪問入浴 ・認知症対応型
・福祉用具 ・訪問看護
・教育事業 ・高齢者

フードサービス

日生薬局

日生の介護



公的扶助公的扶助

自助努力自助努力 地域地域 公費による支援公費による支援保険料保険料

介護給付介護給付

自らの
健康づくり

自らの
健康づくり

家族の
支え合い
家族の

支え合い

NPONPO

ボランティアボランティア

財政支援の必要性（所得面）財政支援の必要性（所得面）

上乗
横出し
上乗

横出し

地域支援事業地域支援事業

予防給付予防給付

介
護
ニ

ー
ズ
（
サ
ー
ビ
ス
面
）

～自助・互助・共助・公助のイメージ～地域包括ケアの完成

医療・介護・住い・予防・生活

互助互助 共助共助 公助公助

予防 維持 改善
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UR団地
ケアヴィレッジひばりが丘

での事例
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UR様より開設6カ月前から

地域ケア会議参加への声かけを頂く

地域ケア会議への参加

【参加者】

UR職員、UR管理センター事務、自治会、民生委員、

地域包括支援センター職員、ケアマネージャー、

サービス事業所職員 など 10～15名

団地高齢者の生活に対するカンファレンスを

2か月に1回開催
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８

Ａエリア
（750㎡）

Ｂエリア
（1,552.59㎡）

Ｃエリア
（1,268.47㎡）

Ｄエリア
（1,035.39㎡）

用途

診療所（内科等）
調剤薬局
居宅介護支援事業所
訪問介護事業所
訪問看護事業所

サービス付高齢者
向け住宅（１６戸）

小規模多機能ホーム
認知症グループホーム
（２ユニット）

生活支援
ローソンに委託

建物整備
主体

日本生科学研究所 ＵＲ都市機構 日本生科学研究所 日本生科学研究所

診療所
コンビニ

小規模多機ホーム

グループホーム

サービス付き高齢者向け住宅

日生薬局 Dエリア



１．団地再生

２．官民協働

３．医療と介護の連携

４．多世代交流（人材育成）

５．地域交流

６．障害者・地域住民の雇用 etc.

９

特徴



オアシスひばりが丘

１０

特徴その１ 団地再生



１１
エレベーターの設置



１２

◆近くで外食でも出来ないかなぁ

小規模多機能の方とも交流ができるよう
に西東京市と協議 ⇒ 受理される

特徴その２ 官民協働



デイサービスの利用後、
日生小規模多機能ひばりが丘で夕食を摂る
サービス付き高齢者向け住宅のご入居者

１３



１４

ひばりが丘
てらむらクリニック

日生薬局
ひばりが丘店

特徴その３ 医療と介護の連携



節分
ＵＲ様に仲立ちしてもらい、近所の保育園から
２５名の園児と先生が参加された節分イベント。

特徴その４ 多世代交流
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お餅つき

１６

オアシス入居者・小規模＆グループホームご利用者が参加。
自治会の方・ＵＲ職員の方が主導で餅つきをして頂きました。

特徴その５ 地域交流



～幼児から小学生・早稲田、東京福祉大学生、ご利用者、自治会役員様、社員～

２７．１０．３１（土）於 早稲田大学所沢野球場

１７



ひばりが丘ケアヴィレッジ内
年齢別参加者

最高齢者は９５歳の方でした！

７５歳～７９歳 ８０歳～８４歳 ８５歳～９０歳 ９０歳以上

１人 ９人 ４人 ３人

Tボール開発者早稲田大学吉村先生も
驚きと感銘を受けられていました。

これには、

１８



第１回障害者が選ぶ
「自慢したい会社」に選ばれる

１９

日本初!!『障害者が選ぶ「自慢したい会社」
大賞（東京編）』を受賞！

「知的・精神障害者を雇用している企業」を対象とし、無
作為に選出された障がいを持つ就労者からの「アン
ケート」及び「聞き取り調査」により

「働きやすさ」、「やりがい」、「満足度」の３つの観点か
ら厳正なる審査によってひばりが丘ケアヴィレッジが大
賞５社の中に選ばれました！

特徴その６ 障害者・地域住民の雇用



地域からの雇用

◆現在、グループホーム・小規模多機能ホーム・オアシス
３事業所合わせて、全スタッフの４５名の内、合計２２名が
地域の方です。（徒歩１０分圏内）

◆２２名の内、ひばりが丘団地に住んでいる方は８名になります。
また、８名の中には『ひばりが丘団地自治会役員』の方が３名
居ります。

①地域資源を良く知って行っているので、活動時に
ご利用者の地域のなじみの場所を案内できる。

②地域の催し物や行事に深く関わることが出来る
③ご利用者の緊急時に、早急に対応ができる
④地域雇用の活性化に貢献できる

地域の方に働いて頂くメリット

「なじみの顔」のスタッフがいてご利用者の皆さんも安心！
２０



官民協働により改善型介護の実現で
得られるもの

２１

ＷＩＮ ＷＩＮ

事業者
自社のサービス
への自信・励み

ご利用者の笑顔で
モチベーション

アップ

要介護からの
卒業

自立した生活

ご利用者

介護保険
医療費

削減・鈍化

自治体

三位一体

人材育成



２２

改善への価値観の共有

区市町村へ計画の提案

予防・維持・改善型
サービスと教育の導入

によるマンパワーの変革

元気高齢者増大

保険料の削減・鈍化

ボランティア活動・リーダー育成

自治体トップの決意

全体の危機意識の変革

実行 介護度の改善

明るい地域の活性化



２３

店舗＆事業所一覧



ご清聴ありがとうございました

２４


